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１ 災害対策⽤⽀援機材の無償貸出しによるプッシュ型⽀援



平成30年北海道胆振東部地震対応

機材名 貸与数 内訳（貸与数）
移動電源⾞ １台 厚真町（１）

ポータブルラジオ ５９５台 室蘭市（80）、登別市（50）、⽇⾼町（50）、厚真町（415）

移動通信機器

衛星携帯電話 ８台 胆振東部消防組合（３）、⽇⾼町（１）、むかわ町（３）、滝川市（１）

ＭＣＡ端末 ５台 安平町（５）

簡易無線機 ２５台 北海道（４）、厚真町（10）、むかわ町（11）

臨時災害放送⽤設備 ２台 厚真町（１）、むかわ町（１）

厚真町に貸与した移動電源車 臨時災害放送局の開局模様（厚真町）
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 平成30(2018)年９月６日 午前3時7分発生。 厚真町において最大震度7の地震が発生。

 全道(295万戸)で停電。通信が停波(固定:約14万回線、携帯:約6,500基地局)。厚真町では土砂崩れ
が発生。

 北海道災害対策本部及び政府現地連絡調整会議に当局職員をリエゾンとして派遣。

 発災当日から、北海道災害対策本部等と連携し、支援機材を貸与・配布。



地⽅公共団体向けパンフレット 2



２ 災害時における通信・放送サービスの確保に向けて



災害時における通信・放送サービスの確保に関する連絡会の開催 ３

災害時における通信・放送サービスの確保に向けて、電気通信事業者、放送事業者及び北海道総合通
信局との間で平素から災害時の体制を確認し、より確実な対応を執る体制を整えることができるよう、「北海
道における通信・放送サービスの確保に関する連絡会」を平成31年４⽉に設置。

連絡会概要

【主な取扱事項】
(1) 災害時における通信・放送サービス確保のための初動対応
(2) 災害時における燃料・電⼒の確保
(3) 平時における訓練

【構成員】
（通信）NTT東⽇本、NTTドコモ、ＫＤＤＩ、ソフトバンク、

楽天モバイル
（放送）NHK札幌拠点放送局、北海道放送、札幌テレビ放送、

北海道テレビ放送、北海道⽂化放送、テレビ北海道、
ＦＭ北海道、FMノースウェーブ、STVラジオ、
⽇本コミュニティ放送協会北海道地区協議会（JCBA）

（⾏政）北海道総合通信局

【取組状況】
○構成員及び北海道の緊急時の連絡先を相互に交換
○北海道総合防災訓練等への参加
○災害時における重要施設への燃料供給体制について確認
①通信事業者と当局との通信サービス確保訓練
②災害時燃料供給協定に基づく燃料供給訓練 等

第５回連絡会（リモート会議）の様⼦

【開催状況】
第１回 ・・・ H31.4.25（⽊）13︓30〜15︓00
第２回 ・・・ R1.6.20（⽊）15︓00〜16︓30
第３回 ・・・ R1.10.9（⽔）13︓30〜14︓30
第４回 ・・・ R2.5.25（⽉）13︓30〜14︓30
第５回 ・・・ R3.10.26（⽕）15︓00〜16︓00



３ 情報伝達⼿段の多様化・多重化



放送ネットワーク強靱化の⽀援 ４

国
２／３ １／３

国
１／２ １／２

(地理的・地形的難聴、外国波混信)
⺠間ラジオ放送事業者、

⾃治体等

⺠間ラジオ放送事業者、⾃治体等
(都市型難聴)

負
担
割
合

難聴解消のための中継局整備を⾏うラジオ放送事業者
等に対し、その整備費⽤の⼀部を補助

⺠放ラジオ難聴解消⽀援事業
①地上基幹放送ネットワーク整備事業

１ ラジオ等の新規整備に係
る予備送信所設備等、災害
対策補完送信所等、緊急地
震速報設備等の整備費⽤の
⼀部を補助

放送ネットワーク整備⽀援事業

国
１／２

地⽅公共団体
１／２

国
１／３

地上基幹放送事業者等
２／３

(地上基幹放送事業者等)
負
担
割
合

放送ネットワーク整備⽀援事業の経費の⼀部(予備送信機、予備
中継回線、予備電源設備)を、移⾏・拡充したもの

地上基幹放送等に関する耐災害性強化⽀援事業

可搬型送信機(TV)︓TVh(R1)
中継局予備電源設備(TV)︓登別市(R3)、豊浦町(R3)

中継局︓利尻町(H28)、稚内市(H29) 、⼩樽市(R2継続)
AMラジオFM補完中継局︓HBC(H27)、STVラジオ(H27)

予備送信所(CFM)︓滝川市(H30)、函館⼭ロープウエイ(H30)
予備送信所・電源設備(CFM)︓稚内市(H26) 送信所移設(AM)︓HBC(H26)
予備中継回線(TV)︓uhb(H26)、TVh(H26)
予備送信設備・番組送出設備(TV)︓TVh(H26)
中継局予備電源設備(TV)︓

根室市、登別市、室蘭市、芦別市、⾚平市、喜茂別町、厚沢部町、江差町、⼩平町、
幌加内町、本別町、標茶町、興部町、えりも町、礼⽂町、上砂川町、福島町、蘭越町、
HBC、STV、HTB、uhb(いずれもH26)

⾃動読上装置(CFM)︓エフエムおびひろ(R2)

【実施状況】（ ）内は年度

【実施状況】（ ）内は年度

【実施状況】（ ）内は年度 FTTH・2ルート化︓
旭川ケーブルテレビ(H28)

【実施状況】（ ）内は年度

②地域ケーブルテレビネットワーク整備事業２ ケーブルテレビ幹線の２
ルート化等の整備(条件不利
地域については、⽼朽化した
既存幹線を同時に更改すると
きも補助対象)費⽤の⼀部を
補助

国
１／２

地⽅公共団体
１／２

国
１／３

地上基幹放送事業者等
２／３

(地上基幹放送事業者等)
負
担
割
合



コミュニティ放送の開設状況 ５

コミュニティFM局（北海道内 ２８局）● 31⾃治体名 あり なし

事業者名 あり なし

⾃動起動ラジオ導⼊

緊急割込装置導⼊

札幌市

函館市

小樽市

旭川
市

室蘭
市

釧路市

帯広市

北見市

夕張市

岩見沢市

網走市

留萌市

苫小牧市

稚内市

美唄市
芦別市

江別市

赤平市

紋別市士別市

名寄市

三笠市

根室市

千歳市

滝川市

砂川市
歌志内市

深川市

富良野市

登別市

恵庭市

伊達市

北広島市

石狩市
当別町

新篠津村

松前町福島町
知内町

木古内町

北斗市

七飯町

鹿部町
森町

八雲町

長万部町

江差町

上ノ国町

厚沢部町

乙部町

奥尻町

せたな町

今金町

島牧村

寿都町

黒松内町

蘭越町ニセコ町

真狩村
留寿都村

喜茂別町

京極
町

倶知安町

共和町岩内町

泊村

神恵内
村

積丹町

古平町

仁木町

余市町

赤井川村

南幌町

奈井江町上砂川町

由仁町
長沼町

栗山町

月形町
浦臼町

新十津川町
妹背牛町
秩父別町雨竜町

北竜町
沼田町

幌加内町

鷹栖町

東神楽町

当麻町

比布町
愛別町

上川町
東川町

美瑛町

上富良野町

南富良野町

占冠村

和寒町

剣淵町

下川町

美深町

音威子府村

中川町

増毛町

小平町

苫前町

羽幌町

初山別村

遠別町

天塩町

幌延町

猿払村

浜頓別町

中頓別町

枝幸町

豊富町

礼文町

利尻町
利尻富士町

大空町
美幌町

津別町

斜里町

清里町
小清水町

訓子府町
置戸町

佐呂間町
遠軽町

湧別町
滝上町

興部町
西興部村

雄武町

豊浦町 伊達市

壮瞥町
白老町

安平町
厚真町むかわ町

日高町

平取町

日高町
新冠町

新ひだか町

浦河
町

様似町

えりも町

音更町

士幌町

上士幌町
鹿追町

新得町

清水町

芽室
町

中札内村更別村

大樹町

広尾町

幕別町

池田町

豊頃町

本別町

足寄町

陸別町

浦幌町
釧路町

厚岸町
浜中町

標茶町

弟子屈町

鶴居村

白糠町
釧路市

別海町

中標津町

標津町

羅臼町

中富良野町

洞爺湖町

(北広島市)

(小樽市)

(滝川市)
(旭川市)

(根室市)

(函館市)

(留萌市)

(岩見沢市)

(釧路市)

(室蘭市)

(名寄市)

(伊達市)

(網走市)
㈱コミュニティエフエムはまなす
FMはまなすジャパン (76.1MHz)
㈱コミュニティエフエムはまなす
FMはまなすジャパン (76.1MHz)

(北見市)

㈱ねむろ市⺠ラジオ
FMねむろ (76.3MHz)
㈱ねむろ市⺠ラジオ
FMねむろ (76.3MHz)

(ニセコ町)

(稚内市)

(中標津町)

㈱FMオホーツク
FMオホーツク (82.7MHz)
㈱FMオホーツク
FMオホーツク (82.7MHz)

室蘭まちづくり放送㈱
FMびゅー (84.2MHz)
室蘭まちづくり放送㈱
FMびゅー (84.2MHz)

NPO法⼈だて観光協会
Wi-radio (77.6MHz)
NPO法⼈だて観光協会
Wi-radio (77.6MHz)

㈱LIA
FM ABASHIRI (78.7MHz)
㈱LIA
FM ABASHIRI (78.7MHz)

㈱エフエムなかそらち
FM GʼSky (77.9MHz)
㈱エフエムなかそらち
FM GʼSky (77.9MHz)

㈱ニセコリゾート観光協会
ラジオニセコ (76.2MHz)
㈱ニセコリゾート観光協会
ラジオニセコ (76.2MHz)

㈱エフエム⼩樽放送局
FMおたる (76.3MHz)
㈱エフエム⼩樽放送局
FMおたる (76.3MHz)

㈱エフエムなよろ
Airてっし (78.8MHz)
㈱エフエムなよろ
Airてっし (78.8MHz)

函館⼭ロープウェイ㈱
FMいるか (80.7MHz)
函館⼭ロープウェイ㈱
FMいるか (80.7MHz)

㈱エフエムわっかない
FMわっぴー (76.1MHz)
㈱エフエムわっかない
FMわっぴー (76.1MHz)

FMなかしべつ放送㈱
FMはな (87.0MHz)
FMなかしべつ放送㈱
FMはな (87.0MHz)

㈱エフエムくしろ
FMくしろ (76.1MHz)
㈱エフエムくしろ
FMくしろ (76.1MHz)

㈱旭川シティネットワーク
FMりべーる (83.7MHz)
㈱旭川シティネットワーク
FMりべーる (83.7MHz)

㈱ラジオふらの
ラジオふらの (77.1MHz)
㈱ラジオふらの
ラジオふらの (77.1MHz)

(富良野市)

北広島エフエム放送㈱
FMメイプル (79.9MHz)
北広島エフエム放送㈱
FMメイプル (79.9MHz)

㈱エフエムもえる
FMもえる (76.9MHz)
㈱エフエムもえる
FMもえる (76.9MHz)

(帯広市)

㈱おびひろ市⺠ラジオ
FM WING (76.1MHz)
㈱おびひろ市⺠ラジオ
FM WING (76.1MHz)
㈱エフエムおびひろ
FM-JAGA (77.8MHz)
㈱エフエムおびひろ
FM-JAGA (77.8MHz)

(恵庭市)
㈱あいコミ
e-niwa (77.8MHz)
㈱あいコミ
e-niwa (77.8MHz)

(札幌市)

中央区 ㈱札幌コミュニティ放送局
ラジオカロスサッポロ (78.1MHz)

豊平区 ㈱エフエムとよひら
FMアップル (76.5MHz)

⻄区 ㈱らむれす
三⾓⼭放送局 (76.2MHz)

中央区 さっぽろラヂオ放送㈱
ラヂオノスタルジア (78.6MHz)

東区 ㈱さっぽろ村ラジオ
さっぽろ村ラジオ (81.3MHz)

厚別区 ㈱BIPSC
FMドラマシティ (77.6MHz)

⽩⽯区 エフエムしろいし㈱
With-S (83.0MHz)

全国第１号



市町村防災⾏政無線の整備・デジタル化の推進

● 災害対策基本法に基づき、国・都道府県・市町村において⾮常災害時における災害情報の収集・伝達⼿段の確保を⽬
的として防災⾏政無線システムを設置。

● 市町村防災⾏政無線は、同報系（屋外拡声器や⼾別受信機を介して、市町村役場から住⺠等に対して直接・同時に
防災情報や⾏政情報を伝えるシステム）と移動系（⾏政機関内の通信⼿段として⾞載型や携帯型の移動局と市町村役
場との間で通信を⾏うシステム）の2種類に⼤別。

● ⼤規模災害の教訓による多様化・⾼度化する通信ニーズ(画像・データ伝送、⾳声品質向上等)への対応として、平成13
年度からデジタル⽅式による防災⾏政無線の導⼊が可能。

６

市町村防災⾏政無線の整備状況
単位︓市町村

市町村デジタル防災⾏政無線の整備状況
単位︓市町村

令和３年３⽉末現在

令和３年３⽉末現在

【デジタル化の推進】
市町村防災⾏政無線(60MHz帯、150MHz帯、400MHz帯）に

ついては、従来よりも低廉なシステム構築が可能な新たなデジタル⽅式
及びデジタル化のメリットを⾃治体に周知し、機器の更新時期に合わせ
てデジタル⽅式への早期移⾏を推進する。
※ 周波数再編アクションプラン（令和２年度版）から抜粋

全国 北海道

同報系
整備済 １，３５０ ９４
未整備 ３９１ ８５
整備率 ７７．５％ ５２．５％

移動系
整備済 １，０３０ １１７
未整備 ７１１ ６２
整備率 ５９．２％ ６５．４％

全国 北海道

同報系
整備済 １，１７７ ７６
未整備 ５６４ １０３
整備率 ６７．６％ ４２．５％

移動系
整備済 ５０５ ３３
未整備 １，２３６ １４６
整備率 ２９．０％ １８．４％

市町村防災⾏政無線概念図

（⾞載）移動局

（携帯・可搬）移動局

※テレメータ︓遠隔地点における⾬量計・⽔位計等の測定
データを⾃動的に送出・記録する通信設備

緊
急・
避難

⼾別受信機テレメータ系

屋上設置型 屋外拡声器

移
動
系

同
報
系

（市町村災害対策本部）
移動系基地局
同報系親局

テレメータ

路上設置型 屋外拡声器



QPSKナロー⽅式※１

（平成26年から導⼊）
令和３年３⽉調査

（標準的なモデルを適⽤）
⼾別受信機の単価 1.4万円
システムの導⼊コスト
（町村モデル※２） 2.4億円

防災⾏政無線（同報系）の⼾別受信機の導⼊促進 ７

品番 EA-10200S
＜受信周波数＞ 60MHz帯（54.00125〜71.000MHz）
＜チャネル間隔＞ 7.5kHz
＜変調⽅式＞ デジタル変調（QPSK7.5kHz ナロー⽅式）
＜電源電圧＞ AC100V±10％ 50Hz/60Hz
＜予備電源＞ 単1、単2、単3乾電池のいずれか⼀種類で2本使⽤
＜外形⼨法＞ 幅︓約220 奥⾏き︓55 ⾼さ︓130 (mm)
＜質量＞ 約1kg（乾電池、電源コードを除く）

⼾別受信機（パナソニック社製）

⼾別受信機（NEC社製）

※１︓回線構成が単純であり、機器価格の低廉化が可能な変調⽅式。
※２︓平成22年国勢調査に基づく全国平均（⾯積︓167㎢、世帯数︓4548）のエリアを対象に、[親局︓1局][⼦

局︓11局][⼾別受信機︓4548台（全世帯設置︓⼀部世帯の屋外アンテナ⼯事を含む）]を設置する条件で
試算するモデル。

全市町村数 ⼾別受信機
導⼊市町村数 整備率

北海道 179 80 44.7％

全国 1,741 1,157 66.5％

⼾別受信機の導⼊状況
単位︓市町村令和3年11⽉5⽇現在

● 天候に左右されず、屋内で防災⾏政無線の情報を聞くことができる。
● 屋外等に持ち出して使える。
● 停電が発⽣しても電波を受信できれば内蔵バッテリー（乾電池等）

により防災⾏政無線の情報を聞くことができる。
● 屋外の拡声⼦局が災害により故障した場合でも防災⾏政無線の情

報を聞くことができる。
● 屋外の拡声⼦局の⾳声が聞こえにくい地域でも対応できる。

⼾別受信機導⼊のメリット⼾別受信機の主な仕様（パナソニック社製の例）

【標準的なモデルの機能】
＜⾳声受信＞ 操作卓からの⾳声放送の受信
＜緊急⼀括呼出＞ 緊急時に⾳量を⾃動で最⼤に調整
＜選択呼出＞ ⼀括呼出、グループ呼出、⼾別呼出
＜録⾳再⽣＞ 放送の録⾳再⽣が可能
＜停電時対応＞ 商⽤電源から内蔵乾電池へ⾃動切替
＜乾電池動作時間＞ 24時間以上

（例︓放送5分／待ち受け55分の条件）
＜外部アンテナ接続＞ 外付けのアンテナが接続可能
＜サイレン・ミュージック＞ サイレン⾳・ミュージック⾳の受信

⼾別受信機等の単価・導⼊コスト



Lアラートの利⽤促進 ８

 Ｌ(Local)アラートとは、地方公共団体等が発出した避難所開設や避難指示等の災害関連情報をは
じめとする公共情報（電力、ガス、水道等のライフライン情報を含む。）を放送局等多様なメディアに
対して一斉に送信することで、地域住民に災害関連情報の迅速かつ効率的な住民への伝達を可能
とする共通基盤。

 地域住民等は、情報伝達者を介して、Ｌアラートから配信される公共情報を取得。

 一般財団法人マルチメディア振興センターが、自らの規約に基づき運営。

 災害時における、迅速かつ効率的な情報伝達を推進するため、総務省は、地方公共団体等に対し、
Lアラートの操作説明や地図化システムの紹介等の普及啓発事業を行っている。

・北海道内の情報発信者 ： 国土交通省北海道開発局、北海道（１７９市町村）、北海道瓦斯㈱

・北海道内の情報伝達者 ：３８社 (テレビ ６社、ラジオ ３社、CATV ５社、コミュニティFM ２２社、 新聞社・通信社 ２社)




